
公益社団法人北海道交通安全推進委員会役員等職務権限規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、公益社団法人北海道交通安全推進委員会（以下「本委員会」という。）、の

役員及び管理職にかかる職務及び職務権限に関する基本的事項を定めるところにより、その責

任の明確化と業務の効率的遂行を図ることを目的とする。 

 

（会長） 

第２条 会長は、理事会の決定に基づき、本委員会の業務を統括し、業務執行の最高責任者とし

て、本委員会業務を代表して執行する。 

２ 会長の職務権限は、次のとおりとする。 

(1) 事業計画の策定及び実施方針に関すること。 

(2) 予算の原案を作成すること。 

(3) 月次決算及び期末決算に関すること。 

（4）総会、理事会、幹部理事会その他重要な会議に関すること。 

(5) 定款、規程等の制定、改廃に関すること。 

(6) 監督官庁に対する重要事項の許可、認定、承認、届出及び報告に関すること。 

(7) 交通安全功労者の表彰に関すること。 

(8) 組織及び権限の委任に関すること。 

(9) 人事・給与制度に関すること。 

(10) 職員の任免、休職、復職、異動等に関すること。 

(11) 職員の昇給、昇格及び昇任に関すること。 

(12) 職員の表彰及び懲戒処分に関すること。 

(13) 国外出張に関すること。 

(14) 重要な契約の締結に関すること。 

(15) 重要な財産の取得、賃貸借及び処分に関すること。 

(16) 重要な業務の委託又は受託に関すること。 

(17) 取引金融機関の決定又は変更に関すること。 

(18) 事業資金の長期借入又は償還に関すること。 

(19) 資産管理の運用に関すること。 

(20) 予備費の使用に関すること。 

(21) 予算の流用に関すること。 

(22) 訴訟行為、損害賠償等に関すること。 

(23) 労働契約に関すること。 

(24) 登記に関すること。 

(25) 寄附金の受入に関すること。 

(26) その他本委員会の重要事項に関すること。 

 

（筆頭副会長） 

第３条 筆頭副会長の職務権限は、次のとおりとする。 

(1) 筆頭副会長は、会長を補佐し、理事会の決定に基づき、会長から委嘱された業務を管理・

執行する。 

(2) 会長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代行し、又はその職務を行う。 

(3) 定款に基づき、代表理事としての権限に関すること。 

(4) 処務規程に基づき、会長からの専決事項に関すること。 

(5) ゼロ運動顕彰に関すること。 

(6) 職員の研修に関すること。 

(7) 職員の福利厚生に関すること。 



(8) 職員の職務専念義務の免除に関すること。（事務局長以外の職員は除く。） 

(9) 職員の遅刻、早退、欠勤等の承認に関すること。（事務局長以外の職員は除く。） 

(10) 職員の年次有給休暇、病気休暇、特別休暇及び介護休暇の承認に関すること。（事務局長

以外の職員は除く。） 

(11) 職員の道外出張に関すること。 

(12) １件当たりの金額が５００万円未満の寄附金の受入に関すること。 

(13) １件当たりの金額が５００万円未満の収支予算の執行に関すること。（ただし、交付決定

後の概算払の補助金収入は除く。） 

(14) 寄附金の執行に関すること。 

(15) 交際費、慶弔費の執行に関すること。 

 (16) 会計規程に基づき、経理責任者としての権限に関すること。 

(17) 資産管理運用規程に基づき、管理責任者としての権限に関すること及び特定資産の１件 

当たりの金額が７，０００万円未満である資産の運用に関すること。 

(18) 個人情報保護規程に基づき、苦情解決責任者としての権限に関すること。 

(19) 動産の賃貸借に関すること。 

(20) 情報公開に関すること。 

(21) その他前各号に準ずる事項に関すること。 

 

（副会長） 

第４条 副会長の職務権限は、次のとおりとする。 

(1) 副会長は、会長を補佐し、理事会の決定に基づき、会長から委嘱された業務を統括・執行す

る。 

(2) 定款に基づき、業務執行理事としての別表に掲げる職務権限に関すること。 

 

（事務局長） 

第５条 事務局長の職務権限は、次のとおりとする。 

 (1) 事務局長は、筆頭副会長を補佐し、筆頭副会長の指示により業務を行うとともに、筆頭副

会長に事故あるとき又は欠けたとき若しくは不在の時は、その職務を代行する。 

 (2) 事務局の所掌業務を統括し、職員の指導、監督をすること。 

 (3) 職員の担当業務を指定すること。 

 (4) 臨時職員の任免に関すること。 

 (5) 職員の扶養親族の認定に関すること。 

 (6) 職員の通勤手当、住居手当に係る確認、法定及び改定に関すること。 

 (7) 職員の時間外勤務に関すること。 

(8) 職員の職務専念義務の免除に関すること。（事務局次長以外の職員は除く。） 

(9) 職員の年次有給休暇、病気休暇、特別休暇及び介護休暇の承認に関すること。（事務局次

長以外の職員は除く。） 

(10) 職員の遅刻、早退、欠勤等の承認に関すること。（事務局次長以外の職員は除く。） 

(11) 安全、衛生、防災管理に関すること。 

(12) 健康保険、厚生年金保険の届出に関すること。 

(13) 労災保険、雇用保険の届出に関すること。 

(14) 法人税、償却資産申告の届出に関すること。 

(15) 源泉徴収票の届出等に関すること。 

(16) 職員の道内出張に関すること。 

(17) 外勤取扱要領に基づき、職員が外勤をする際における承認に関すること。 

(18) 入札参加者指名選考委員会設置基準に基づき、委員長としての職務に関すること。 

(19) 交通遺児奨学金貸付事業検討委員会設置要領に基づき委員長としての職務に関すること。 

(20) 広報誌等編集委員会設置要領に基づき、委員長としての職務に関すること。 



(21) 会長、筆頭副会長の決裁を必要としない決定行為に関すること。 

(22) その他前各号に準ずる事項に関すること。 

 

（事務局次長） 

第６条 事務局次長の職務権限は、次のとおりとする。 

(1) 事務局次長は、事務局長を補佐し、事務局長の指示により業務を行うとともに、事務局長

に事故あるとき又は欠けたとき若しくは不在の時は、その職務を代行する。 

(2) 業務処理計画の立案及び実施に関すること。 

(3) 事務局長の命により、分掌する業務を処理すること。 

(4) 職員の事務分担に関すること。 

(5) 職員に対する業務上の指導及び監督に関すること。 

(6) 職員の時間外勤務に関すること。 

(7) 職員の職務専念義務の免除に関すること。（事務局長及び事務局次長は除く。） 

(8) 職員の年次有給休暇、病気休暇、特別休暇及び介護休暇の承認に関すること。（事務局長

及び事務局次長は除く。） 

(9) 職員の遅刻、早退、欠勤等の承認に関すること。（事務局長及び事務局次長は除く。） 

(10) 会計規程に基づき、出納員としての権限に関すること。 

(11) 印章管理規程に基づき、保管押印責任者としての権限に関すること。 

(12) 処務規程に基づき、文書取扱主任者としての権限に関すること。 

(13) 公益通報者保護規程に基づき、事実関係の調査の権限に関すること。 

(14) 個人情報保護規程に基づき、個人情報保護管理者としての権限に関すること。 

(15) 外勤取扱要領に基づき、事務局次長並びに乗車券管理者としての権限に関すること。 

(16) 入札参加者指名選考委員会要領に基づき、委員としての職務に関すること。 

(17) 交通遺児奨学金貸付事業検討委員会設置要領に基づき、委員としての職務に関すること。 

(18) 広報誌等編集委員会設置要領に基づき、委員としての職務に関すること。 

(19) その他各号に準ずる事項に関すること。 

 

（補則） 

第７条 この規程の実施に際し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

 

附   則 

 

 この規程は、本委員会の設立登記のあった日（平成２３年３月１日）から施行する。 

 この規程は、平成２３年５月２３日から施行する。 

 この規程は、平成２４年５月２１日から施行する。 

 この規程は、平成２５年３月１１日から施行する。 



別 表 （第４条関係）

副会長 １

・会長から特別に指示のあった業務の執行

・自動車関係団体正会員及び賛助会員との調整に関すること

副会長 ２

・会長から特別に指示のあった業務の執行

・自動車関連を除く団体正会員及び賛助会員との調整に関すること

副会長 ３

・会長から特別に指示のあった業務の執行

・道内各市正会員との調整に関すること

副会長 ４

・会長から特別に指示のあった業務の執行

・道内各町村正会員との調整に関すること


